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1. 背景

  

1-1. 実体特許法制度調和（SPLH）の経

緯 

企業等がグローバルに活動する上で、

複数国で効率的に特許を取得できるよ

うにすることが重要である。各国におけ

る特許制度の調和は、特許取得の予見

性を高め、手続コストを低減する観点か

ら、このような企業等の活動の円滑化に

資するものである。 

特許制度の調和のため、これまで

様々な取組が行われてきたが、世界知

的所有権機関（WIPO）における特許法

の実体面についての国際的調和の議論

は、先願主義と先発明主義の対立によ

り 1991 年開催の外交会議1以来中断さ

れている。 

このような状況の中、2000 年 6 月

に 特許法条約（PLT） が採択2されたこ

とを契機として、 2000 年  11 月の 

WIPO 特許法常設委員会（SCP）第 4 

回会合において、特許法の実体面にお

ける調和の議論を再開することが合意さ

れた3。以降、SCP 会合において、実体

特許法条約（SPLT）について、WIPO 国

際事務局の作成した条約草案に基づき

議論された。 

 
* 特許庁国際政策課多国間政策室長 
** 特許庁国際政策課米州係長 

この後、制度調和を早期に達成する

ことは、出願人及び各特許庁に利益をも

たらすとの考えから、日米欧三極特許庁

は、議論項目を先行技術に関連した 4 

項目（先行技術の定義、グレースピリオ

ド、新規性、進歩性）に限定し、議論の

集中化を図るべきとの合意に達し、2004 

年 5 月の第  10 回  SCP 会合及び 

2004 年 9 月の WIPO 加盟国総会に、

議論項目を 4 項目に限定すべきとする、

三極提案4を提出した。この提案は、先

進国から幅広い支持を集めたものの、

発展途上国の賛成が得られず、WIPO 

におけるコンセンサスを得られなかった5。 

このような状況を打開し、議論を前進

させるべく、2005 年 2 月、制度調和を

めぐる議論の進め方につき先進国で共

通の見解を持つことを目的として、米国

主催による制度調和予備的会合6が開

催された。これを始まりとして、制度調和

に関する先進国会合（B+会合）7が定期

的に開催されることとなった。 

2006 年 9 月の B+会合では、各国

がそれぞれ妥協する内容の包括妥協案

パッケージが提案され、この包括妥協案

パッケージに基づいて具体的な条約の

条文案作成の作業を進めることが合意

された。更に、2007 年 9 月の B+会合
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では、先願主義等の幾つかの項目を含

む、今後の議論の対象となる項目リスト

が提示されたが、その後特にグレースピ

リオド、先使用権、18 か月公開が争点

となり、議論が停滞した。 

2011年 9月 16日には、米国において

先発明主義から先願主義への移行を含

めた米国発明法（AIA: America Invents 

Act）8が成立し、特許制度調和に向けた

機運が再び高まった。停滞していた先進

国間の特許制度調和の議論の今後に

ついて検討すべく、ミュンヘン郊外のテ

ゲルンゼーに、日、米と欧州主要国（英、

独、仏、デンマーク）の特許庁と欧州特

許庁（EPO：主催）が集まり第 1回テゲル

ンゼー会合が開催された9。 

2011年 7月開催の第 1回会合では、

特許制度調和の議論において重要な項

目（「先願主義」、「グレース・ピリオド」、

「先使用権」、「先行技術の範囲」、「新規

性」、「進歩性」、「18 ヵ月全件公開」、

「秘密先願」）を特定した上で、これらの

重要項目について各参加庁の特許制度

及び運用に関する専門家からなるグル

ープによって各国／地域間の制度比較

作業を行うことが合意された。 

 テゲルンゼー会合は 2014 年までに 5

回開催され、4 項目(グレースピリオド、

衝突する出願、18 カ月全件公開、先使

用権)に関して、各庁が実施したユーザ

ー協議結果を事実ベースで一致点、相

違点を分析してまとめたレポート10がとり

まとめられ、B+会合に提出された。以後、

特許制度調和の主要な議論の場は再

び B+会合へと移った。 

2014年 9月の B+全体会合において、

今後の実質的な議論は B+サブグルー

プ（現在は、豪、加、デンマーク、独、ハ

ンガリー、日、韓、スペイン、スウェーデ

ン、英、米、ＥＰＯ）にて行うことが決定さ

れた。2015 年 11 月、4 つのワークストリ

ーム（グレースピリオド、衝突する出願、

先使用権、実施に向けた検討のそれぞ

れについて、関心を示す国・機関が参加

する実務者レベルのプロジェクト）が立ち

上がり、これまでの議論、各国の制度、

採りうる方向性について記載した文書の

作成に着手した。2016 年 5 月に各ワー

クストリームの成果文書が B+サブグル

ープに提出された。 

2017 年 6 月、B+サブグループは制度

調和に関するユーザーシンポジウムをミ

ュンヘンで開催し、三極（日米欧）のユー

ザー等を交えて議論が行われた。同年

10 月の B+全体会合では、翌年の B+全

体会合において制度調和パッケージ（セ

ットで調和すべき項目）を提案すべく、ユ

ーザー主導で議論を進めていくことが合

意された。 

その後、数次のB+全体会合や三極ユ

ーザー（日本知的財産協会（JIPA）、米

国知的財産権法協会（AIPLA）、米国知

的財産権者協会（IPO）、ビジネス・ヨー

ロッパ（BE））による議論を経て、2020 年

9 月、三極ユーザーから制度調和パッケ

ージ11が提出された。 

 

1-2. 日本国特許庁の取組 

特許出願の前に、やむを得ずその発

明を公表せざるを得ない場合について

も、そのことをもって新規性がないとして

特許を受けることができないとすること
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は、発明者にあまりにも酷との考え方に

基づき、各国において一定期間・範囲に

おいて新規性喪失の例外を認めるグレ

ースピリオドが設けられている。  

 上述のとおり、グレースピリオドは B+

会合において議論される重要項目の１

つと位置づけられているが、その期間・

範囲について、比較的狭い期間・範囲を

規定する欧州特許条約の加盟国と、比

較的広い期間・範囲を規定するその他

の国々との間で、意見の相違が収束し

ていない。 

グレースピリオドについては、過去に

もテゲルンゼー会合の文脈で調査研究

が行われているが、これは主に大企業

を対象としたものであり、論文の投稿や

学会・プレスリリースでの発表等グレー

スピリオドによる救済を必要とすることの

多い、大学・中小企業・スタートアップ企

業の声は十分に反映されていなかった。 

しかしながら、昨今、イノベーションの

担い手が、大企業から大学・中小企業・

スタートアップ企業に移行しつつあること

を考慮すると、各国の大学・中小企業・

スタートアップ企業における、グレースピ

リオドの利用実態と課題を把握すること

は、広くユーザーにとって利便性の高い

制度を検討するために必須である。また、

このような新たな視点からのインプット

は、今後の制度調和の議論を適切に進

展させる上で重要である。 

本調査研究は、このような問題意識

の下、日本国特許庁が実施したもので

あり、グレースピリオドに関して、日本と

諸外国、特に欧州各国について、大学・

中小企業・スタートアップ企業の利用実

態とその課題に関する情報の収集を行

うことを目的としている。 

2. 調査研究の対象と手法 

本調査研究では、豪、加、デンマーク、

エストニア、フィンランド、仏、独、日、ス

ウェーデン、英、米の大学・中小企業・ス

タートアップを調査対象とした。  

調査は、ウェブベースのアンケート形

式で実施し、対象者への依頼は各国知

財庁が行った。 

アンケートは、知財の専門家でなくて

も回答できるよう、単純で平易なものに

なるよう留意して作成した。具体的な質

問項目は以下のとおり。 

 

1. あなたは研究成果や製品開発の結果が出たら、まず何をしますか。 

a.  質問 1 で「特許出願」以外を選んだ方にお尋ねします。報告や発表の際に気

を付けていることがありますか。  

2. あなたは特許出願をしたくてもできなかったことはありますか。 

a. 質問 2で「はい」と回答した方にお尋ねします。「はい」と回答した理由は何

ですか。 

b. 質問 2 で「はい」と回答した方にお尋ねします。自らの報告や発表から一

定の猶予があれば、出願することができましたか。   
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3. あなたが研究成果や製品開発等について報告や発表をしたために、これに関

連する特許を出願しないと決めたこと、あるいは、特許を取得することができ

なかったことはありますか。 

a. 質問 3 で「はい」と回答した方にお尋ねします。ある国では特許取得がで

きたが、他国では取得できなかった事例がありますか。 

4. 他者によって開示された技術を、自己の発明に用いることがありますか。 

a. 質問 4 で「使う」と回答した方にお尋ねします。その発表内容の利用により、特

許権侵害の問題がないことをどのように確認しますか。 

b. 質問 4 で「使う」と回答した方にお尋ねします。他者によって開示された技術を

利用したために、後に特許権の侵害で、警告を受ける、訴訟を提起されるなど、

技術の利用の継続ができなくなったことがありますか。 

 

3. 調査の結果 

3-1. 回答数 

 アンケートの回答依頼に対し、258 の

応答を得た。内訳は、図 1 及び図 2 の

とおり。 

以下では、回答者を i) 6月のグレース

ピリオドを規定する欧州特許条約（EPC）

加盟国、ii) 2018 年にグレースピリオドを

6 月から 12 月に延長した日本、iii）12 月

のグレースピリオドを規定するオースト

ラリア、カナダ、米国の 3 つのグループ

に分けて分析する。 

 

3-2. 分析 

3-2-1. 発明者の視点 

 発明者としての視点について、研究結

果や製品開発がされたときに初めにとる

行動について質問したところ、図 3 に示

すように、まず初めに特許出願をすると

いう回答が過半数を占めた。多くの回答

者が特許出願を念頭に置いていること

が明らかになった。 

図 1：回答者の国籍 
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図 2：回答者の属性 

 
図 3：「あなたは研究成果や製品開発の結果が出たら、まず何をしますか。」 

に対する回答 
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この傾向は図 4 及び図 5 に示すよう

に、どの地域でも、属性でも同様であっ

たが、特にビジネスに重きを置いている

中小企業・スタートアップで顕著だった。 

 次に、初めにとる行動として特許出願

以外を挙げた回答者に対して、公開す

る前に検討することはあるかと質問した

ところ、図 6 に示すように、多くの回答者

が大事な部分については公表しないな

ど、新規性を失わないために気を付けて

いることが明らかになった。 

 一方、実際に特許出願を諦めなけ

ればならないというケースもあることが

わかった。特許出願をしたかったけれど

できなかった経験があるかと聞いたとこ

ろ、図 7 に示すように、半数以上の回答

者があると回答した。また、図 9 に示す

ように、半数以上の回答者が公表した

際に特許出願をしないと決めた、または

特許出願できなかったと回答をしており、

図 8 及び図 10 に示すように、特に欧州

ではその割合が多くなっていた。 

 

 

図 4：グループごとの回答分布 

 

図 5：属性ごとの回答分布 
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図 6：「報告や発表の際に気を付けていることがありますか。」に対する回答 

 

 

図 7：「あなたは特許出願をしたくてもできなかったことはありますか。」に対する回答 

 

 

図 8：グループごとの回答分布 
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図 9：「あなたが研究成果や製品開発等について報告や発表をしたために、これに関

連する特許を出願しないと決めたこと、あるいは、特許を取得することができなかった

ことはありますか。」に対する回答 

 

 

図 10：グループごとの回答分布 
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 特許出願をしたかったけれど出願でき

なかった経験があるという回答者に対し

て、その原因を聞いたところ、図 11 に示

すように、資金不足や発明者の時間不

足が主な原因であることがわかった。 

特許出願をしたかったけれど出願で

きなかった経験があるという回答者に対

して、発明の公表からどの程度の時間

があれば特許出願できたか聞いたとこ

ろ、図 12 に示すように、半数以上が 12

月の猶予期間があれば特許出願できた

と回答した。 

 

図11：特許出願できなかった理由 

 

図 12：「自らの報告や発表から一定の猶予があれば、 

出願することができましたか。 」に対する回答 
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研究成果や製品開発等について報告

や発表をしたために、これに関連する特

許を出願しないと決めたこと、あるいは、

特許を取得することができなかったこと

があると回答した 158 者について、特許

取得できなかった地域を聞いたところ、

図 13及び図 14に示すように、4割以上

が欧州と回答した。  

発明者の視点からすると、特許出願

でイノベーションを促進したいという考え

はあるものの、特許出願を諦めざるを得

ない場合があること、そして猶予期間が

あれば出願できたかもしれないというこ

とがわかった。 

 

 

図 13：特許取得できなかった地域 

 

 

 

図 14：グループごとの回答分布 
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3-2-2 第三者の視点 

第三者としての視点について、まず、

公開されている他者の技術を使用する

かと質問したところ、図 15 に示すように、

学術論文に開示された技術等が実際に

使われていることが明らかになった。 

次に、公開された技術を利用するとい

う回答者に対して、その技術を利用する

ことにより特許侵害がないかをどのよう

に確認するかと質問したところ、図 16 に

示すように、多くの回答者が特許庁が発

行する特許情報を確認する、専門家に

相談するなど特許侵害がないように気を

付けていることがわかった。 

図 15：「他者によって開示された技術を、自己の発明に用いることがありますか。」 

に対する回答 

 

 

図 16：「その発表内容の利用により、 

特許権侵害の問題がないことをどのように確認しますか。」に対する回答 
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更に、他者の技術を利用したことがあ

ると回答した者に対して、他者の技術を

利用することにより、警告を受けたり訴

えられたりしたケースがあったかと聞い

たところ、図 17に示すように、なかったと

の回答が多く見られた。 

図 18 に示すように、SME や特許専門

家や特許事務所ではあるとの回答が比

較的多く見られたが、特許専門家や特

許事務所については業務形態の都合上

そのような結果になっているものと推測

される。 

さらに、図 19 に示すように、比較的多

くの欧州の回答者が、何らかの紛争を

経験しているが、その理由についてはさ

らなる分析が必要と思われる。 

 

図 17：「他者によって開示された技術を利用したために、後に特許権の侵害で、

警告を受ける、訴訟を提起されるなど、技術の利用の継続ができなくなったこ

とがありますか。」に対する回答 

 

 

図 18：属性ごとの回答分布 

 

 
図 19：グループごとの回答分布 
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3-3. まとめ 

本調査研究の結果、以下の 3 つの傾

向が明らかになった。 

一点目は、多くの回答者が、特許出

願を念頭においており、新規性を失わな

いように気を付けていることである。その

根拠は、図 3 で示すように、新たな研究

結果や製品開発の成果をした際の初め

にとる行動として特許出願を行うという

回答者が 7 割近くを占めていること、図

6 で示すように、初めにとる行動として特

許出願以外を挙げた回答者でも、多くの

回答者が大事な部分については公表し

ないなど、新規性を失わないために気を

付けていることがである。 

二点目は、実際には、資金不足や発

明者の時間不足により特許出願を諦め

ざるを得ない状況があること、そしてそ

のことは１年間のグレースピリオドにより

救える可能性があるかもしれないことで

ある。その根拠は、図 11 に示すように、

特許出願を諦めざるを得ない場合があ

ったと回答した者のうち、約 6割近くが資

金不足、約 2 割が発明者の時間不足を

理由としていること、及び、図 12 に示す

ように、半数以上が発明の公表から 12

月程度の猶予期間があれば特許出願

できたと回答していることである。 

 三点目は、回答者は公表された発

明を利用する傾向にあるが、特許侵害

を避けるために具体的な行動を起こして

おり、結果的に紛争に巻き込まれたケー

スはそれほど多くはないことである。そ

の根拠は、図 15 に示すように学術論文

に開示された技術等が使われているこ

と、図 16 に示すように、公開された技術

を利用するという回答者の多くが特許庁

が発行する特許情報を確認する、専門

家に相談するなど特許侵害がないよう

に気を付けていること、図 17 に示すよう

に、他者の技術を利用することにより、

警告を受けたり訴えられたりしたケース

はなかったと回答した者が 9 割近くに上

ったことである。 

以上から、回答者の多くは当初から

特許出願を念頭に置いており、一見グレ

ースピリオドの必要性は低く見える一方、

実際には特許出願を諦めざるを得ない

が、グレースピリオドがあれば救い得る

ケースがあることが明らかになった。 

また、第三者の視点からは、グレース

ピリオドの存在により、公表された発明

が権利化されるかの不確定性が増すと

の見方がある。これに関し、公開された

技術の利用者の多くは紛争等が起きな

いように実務的な対策を講じており、実

際に紛争が生じたケースもそれほど多く

ないことが明らかになった。この結果か

らみて、グレースピリオドの導入により、

第三者に大きな不利益が生じる可能性

は低いと考えられる。 

  

4. 今後の見通し 

上述したとおり、三極ユーザーから制

度調和パッケージが提出されている。本

パッケージの内容は、これまで B+メンバ

ーのみに明らかにされていたが、2021

年 10 月の B+会合に先立ち、秘密指定

（エンバーゴ）が解除された。今後は、こ

のパッケージに基づき、各国において幅

広いステークホルダーを交えた議論が

行われることが見込まれる。グレースピ
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リオドは、このパッケージにおいても重

要な論点の１つであり、日本国特許庁は、

今回の調査研究の結果を、今後の議論

に生かしていただきたいと考えている。 

2021 年 10 月、フランス知財庁のフォ

ール長官が B+会合の議長に就任され

た。新たな議長の指導の下、今回の調

査研究の結果が、B+会合におけるグレ

ースピリオドの実務的な観点に基づく議

論の進展に貢献することを期待する。 
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